
 

前年度比 2012年度比

（単位：億円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 8,502 ▲ 8,900 ▲ 398 b ▲ 9,800 ▲ 900

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ▲ 66 ▲ 58 8 ▲ 50 8

利 息 尻 ▲ 32 ▲ 60 ▲ 28 ▲ 150 ▲ 90

受 取 配 当 金 1,112 1,446 334 1,200 ▲ 246

有 価 証 券 損 益 220 341 121 ｄ

固 定 資 産 損 益 ▲ 71 ▲ 244 ▲ 173 e 850 203

そ の 他 の 損 益 607 550 ▲ 57 f

法 人 税 等 ▲ 1,683 ▲ 1,135 548 ▲ 1,550 ▲ 415

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 1,924 1,643 ▲ 281 g 2,000 357

非 支 配 持 分 ▲ 265 ▲ 280 ▲ 15 ▲ 300 ▲ 20

1 株 当 た り 年 間 配 当 額 65円

（注1）基礎収益＝営業利益（貸倒引当金繰入額控除前）＋利息尻＋受取配当金＋持分法による投資損益

前年度末比 2013年3月末比

総 資 産 125,883 144,107 18,224 149,500 5,393

（ 流 動 資 産 ） 61,753 68,263 6,510 68,000 ▲ 263
（ 投 資 及 び 長 期 債 権 ） 40,941 47,174 6,233 52,500 5,326
（ 有 形 固 定 資 産 ほ か ） 23,189 28,670 5,481 29,000 330

株 主 資 本 35,078 41,797 6,719 45,000 3,203

有利子負債 GROSS 50,164 58,052 7,888 59,500 1,448

                  NET      36,474 43,358 6,884 45,500 2,142

有利子負債倍率  GROSS （1.4倍） （1.4倍） （ - ） （1.3倍） (▲0.1）

                                  NET （1.0倍） （1.0倍） （ - ） （1.0倍） （ - ）

(注3) 有利子負債には、ASCトピック815「デリバティブ取引およびヘッジ」の適用による影響額を含めておりません。

営 業 活 動 に よ る CF 5,507 4,033  …

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ▲ 5,502 ▲ 3,492

財 務 活 動 に よ る CF 5,991 4,017  … 
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2013年度業績見通し 及び 配当方針オペレーティング・セグメント情報

2011年度実績

201,263

11,279

2 0 1 3 年 5 月 8 日
三 菱 商 事 株 式 会 社

2012年度決算 主な増減内容（前年度比）2012年度決算の概要2013年度業績見通し2012年度実績

1,503

6,928

10,297 ▲ 982

202,072 809 209,000

（注2）売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
         なお、ASCサブトピック605-45「収益認識-本人か代理人かの検討」に従って収益を表示すると、2011年度実績は５兆5,658億円、
         2012年度実績は５兆9,688億円となります。
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投 資 活 動 に よ る CF ▲ 11,009 ▲ 7,525  … 

基 礎 収 益 5,781
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2012年度実績 2013年度業績見通し 

新産業金融事業 

エネルギー事業 

金属 

機械 

化学品 

生活産業 

地球環境 

・インフラ事業開発 
消去又は全社 

③ 財務の健全性を維持（株主資本:４兆1,797億円、NET有利子負債倍率:1.0倍） 
   利益の積み上がりに加えて円安・株高の影響を受けて、株主資本は 
   前年度末から+6,719億円増加し、過去最高の４兆1,797億円。 
   又、有利子負債額から現預金を差引いたNET有利子負債額を株主資本で除した 
   NET有利子負債倍率は1.0倍となり、財務の健全性を維持。 
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2011年度実績 2012年度実績 

新産業金融事業 

エネルギー事業 

金属 

機械 

化学品 

生活産業 

消去又は全社 
バランスシートの状況 

損益の状況 

キャッシュフローの状況 

 

 

a.売上総利益（▲982） 
 豪州資源関連子会社（原料炭）における販売価格の下落などにより、 
 売上総利益は減益。   

 
b.販売費及び一般管理費（▲398） 

 事業拡大に伴う費用の増加などにより、販管費は負担増。 
 

c.金融収支（＋306） 
 資源関連投資先からの受取配当金の増加などにより、金融収支は改善。 

 
d.有価証券損益（＋121） 

 ①上場有価証券減損(※)    …  ▲26 [  ▲99   →  ▲125  ] 
 ②非上場有価証券減損      …   ▲8 [ ▲158   →  ▲166  ]  
 ③その他株式売却損益等    … ＋155 [ ＋477   →  ＋632  ]      

  (※)上場関連会社宛投資の減損を含む                          

 

e.固定資産損益（▲173） 

 保有資産の減損などにより、固定資産損益は悪化。 

 

f.その他の損益（▲57） 

 為替関連損益の悪化などにより、その他の損益は減少。 

 

ｇ.持分法による投資損益（▲281） 

 資源関連投資先における販売価格の下落などにより、持分法による投資損益は減益。 

 
 

 

営業収入や資源関連投資先からの配当により 
資金増 

固定資産取得や関連会社への投資などの支出 
により資金減 

配当の支払いがあったものの、新規投資に応 
じた資金調達により資金増 

（本資料における留意点について） 

・新たに持分法適用となった会社があるため、米国会計基準に基づき過去の数値を遡及的に調整しております。 

・2012年４月の組織改編に伴い、セグメント別の過去の数値を新組織ベースに組替再表示しております。 

 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

・本資料に開示されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在の判断や入手可能な情報に基づくもので、種々の 

  要因により変化することがあり、これらの目標や予想の達成、及び将来の業績を保証するものではありません。 

② 非資源分野は前年度比＋12％の増益となり、引続き増益基調  
   非資源分野の当期純利益は1,770億円となり、前年度から+193億円(+12％)の増益。 
   この結果、資源・非資源の割合は前年度の65：35から50：50となり、 
   バランスの取れた事業ポートフォリオの強みを発揮。 

【2013年度業績見通し】    

9％減益 

51％減益 

20％減益 

4,000億円 
3,600億円 

26％減益 

【主な増減内容(前年度比)】 
 □ 新産業金融事業（76％増益） 
  不動産関連事業、リース関連事業及びファンド投資関連事業の収益増加などにより増益 
 
 □ エネルギー事業（18％増益） 
  探鉱費用の増加や一部保有資産の減損計上があったものの、海外資源関連投資先からの 
  受取配当金増加などにより増益 
 
 □ 金属（78％減益） 
  豪州資源関連子会社（原料炭）における販売価格の下落や、海外資源関連会社の持分 
  利益が減少したことなどにより減益 
 
 □ 機械（24％増益） 
  保有船舶減損などがあったものの、アジア自動車関連事業における販売増加や、前年度 
  における事業撤退に伴う損失の反動などにより増益 

 
  □  化学品（39％減益） 
  親会社及び石化事業関連会社での取引利益減少や、前年度におけるプラスチック事業 

  子会社の買収に伴うバーゲンパーチェス益計上の反動などにより減益 
 
 □ 生活産業（19％増益） 
  食料・資材関連子会社の取引利益減少などがあったものの、株式の売却益や前年度に 
  おける株式減損の反動などにより増益 

 【主要指標推移】          
                  2011年度   2012年度                       2013年度(前提)  
 為替（YEN/USD）    79.1       82.9     ＋3.8 (5％の円安)       95.0 
 油価（USD/BBL）   110.1      107.1     ▲3.0 (3％の下落)      110.0  
 金利（％)TIBOR     0.34       0.32    ▲0.02 (6％の低下)       0.35 

（2013年３月末残高１兆3,458億円） 

3,600億円 

4,523億円 

【配当方針】    

① 見通し3,300億円を＋300億円上回る連結純利益3,600億円を達成  
   年度後半には株式相場の上昇や円安といったポジティブな面もあったが、 
   年度通じて商品市況が軟調に推移する厳しい事業環境の中、 
   一部の保有資産で減損処理を余儀なくされるも、化学品を除く全ての 
   セグメントで見通しを上回り、連結純利益3,600億円を達成。 

 当社は収益基盤を強固なものとしつつ、効率性・健全性も考慮しながら、持続的 

 な成長・企業価値の最大化を図っていく方針としている。このため、財務健全性 

 を維持しながら引続き内部留保を成長のための投資に活用していく。 

 2010年度から2012年度までの前中期経営計画期間中は、連結配当性向20～25％の 

 幅の中で配当を行う方針としていたので、2012年度の１株当たりの配当金額は、 

 2012年度の当期純利益が3,600億円となったことを踏まえ、配当性向25％に相当 

 する55円とする（中間配当を25円実施していることから、期末配当は30円）。 

 一方、2013年度の１株当たりの配当金額は、60円とする予定（この背景となる考 

 え方については、本日別途公表する新たな経営計画をご参照下さい）。 

2012年度決算及び2013年度業績見通し（米国基準） 
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資源・非資源別当期純利益 推移（括弧内は割合） 

（65%） 

（71%） 

（29%） 

（35%） （31%） 

（69%） 

資源 

非資源 
（億円） 

（50%） （50%） 

（注）2013年４月の組織改編に伴い、2012年度実績の数値を新組織ベースに組替再表示しております。 

      尚、「地球環境・インフラ事業開発」は、これまで「消去又は全社」に含めていた「地球環境・ 

      インフラ事業開発部門」の内、インフラ関連事業に係る損益を表示しております。             

見通し3, 300億円比、+300億円（9％）増益 

15％増益 

46％増益 

14％増益 

11％増益 【当期純利益の推移】    


